































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































鰭|誇壹二およそ60歳以上 うち60～６４ 歳頃 およそ65歳以上 およそ60歳以上職 種
計
専門的・技術的職業
教 員
"億１１
販売店員
外交員
運輸従事者
通信従事者
菫髪圭程|灘農僻|鞠薫禺
建設作業
保安職業
サ_ピス職業
単純作業
その他の職業
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労働省，８４による。
う。今回の改定による作業施設の改善だけでは不十分になるに違いない。
さらに，この調査では対象外だが，教員などと同様に役員や管理職として
の活動も期待される。しかし，今後の環境変化への適応も，厳しく問われ
るだろう。
つづいて今回の改定でとくに注目されるのは，新しく定年を迎える従業
員を原則として65歳まで，本人の希望に応じて継続雇用するよう努力する
ことを，事業主に義務づけたことである。だが，すでに前述した高齢者の
196 
多様化は避けられないので，本人の希望にかならずしも無限定に応じる，
というわけではないだろう。そこで，前述の措置として，事業主が職業能
力の開発・向上や作業施設の改善などの諸条件をいくら整備してみても継
続雇用が困難な場合はその限りでない,とただし書ぎされているのである。
問題は事業主の努力をいかに証明し，継統雇用の適用外とする判断基準
をいかに設定するかにある。この点は，当然，衆議院の社会労働委員会な
どでも問題になった。その結果，この点については職安所長が調査し，必
要な場合には事業主に対し一層の取り組ゑを勧告することができることに
なった。その基準はつぎのとおりである。①特別の理由もないのに定年到
達者の継続雇用が行われていない，②同地域・業種で比較してゑて，職業
能力の開発・向上や作業施設の改善などが著しく遅れている，③一般的な
行政指導や援助などによっては改善が承られない場合である。
なｵ５，実際の運用基準は，今後，通達によって明確にされるだろうが，
その内容は図６のような基本方針のなかで定められた条件整備の指針にも
とづいて具体化されるだろう。さらに,このような事業主の措置を含めて，
高齢者の雇用状況を，年１回，事業主から労働大臣に報告することになっ
た。
（２）重点地域での雇用延長政策のスタート
こうした法改定より早く，９０年度から新しい雇用延長政策もすでにスタ
ートを切っている。それはさぎの図６に示されているとおりだが，このう
ち「継続雇用制度導入奨励金」は，それまでの短時間義務も含めた継続雇
用や高齢者会社の設立への助成を一本化し，つぎのように改定された。そ
れによると，６１歳以上への定年延長，それ以外の継続雇用，出向を対象と
し，企業規模と継続雇用の年数に応じて年額400～1,000万円の奨励金が事
業主に支給される。１０～29人の400万円を最低とし，300人以上の１，０００万
円を最高とするが，それは継続雇用の年数が５年の場合であり，それを下
回る場合はそれに応じて減額されるようになっている。
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こうした木目の細かい改定によって，とくに中小企業を対象とした60歳
代前半の継続雇用の増大が期待されるが，つぎの｢高齢者多数雇用奨励金」
は多数雇用を維持・増加するための助成である。これも今回改定され，そ
れまで60歳代前半の雇用保険に加入している高齢者が全従業員の雇用保険
被保険者の６％を超える企業を対籔象としていたが，それを４％以上に拡大
し，４～６％の場合は前年より増加した高齢者数，６％以上の場合は６％
を超える高齢者数について，月額１人あたり中小企業４万円，大企業３万
円が助成されることになった。
９０年度からの新規事業として，とくに注目されるのが「高齢者地域雇用
開発事業」である。それは65歳までの継続雇用を中心とし，それが早期に
達成できそうな地域を重点地域とし，その地域の取り組糸の母体となる商
工会議所，中小企業団体中央会，経営者協会などの民間経済団体を重点団
体として指定し，助成する。そして，地域の特性に応じてつぎのような事
業を行う。①方針作成，②雇用改善のための援助，③高齢者雇用共同事業
所の設立・運営への援助，④講習会の開催，雇用モデルの開発への援助，
⑤継続雇用などへの援助体制の整備。
これまでにも中小企業への助成には特別の配慮が払われていたが，とく
に今回は特定地域の中小企業などの経営者団体を推進団体として登場させ
た点が重要だろう。実は地域の経営者団体と行政の協働による高齢者就業
の推進では東京都の高齢者就業総合センター構想が先行している（東京都｝
90)。そこでは,各業種団体も含めた中小企業団体との協働関係を前提とし
て，就業情報，カウンセリング，就業条件および人材開発などの木目の細
かい検討を重ねてきている。しかも，継続雇用よりは再就職，自営および
シルバー人材センターによる就業まで含め，広く多様な就業の拡大を追求
しようとしている。そして，すでに技能系などの伝統的な職種からワープ
ロなどの新しい職種について，精力的な人材開発のトライアルを87年度か
ら開始しており，中小企業などへの再就職やシルバー人材センターでの就
業にその成果をつなげている。その実態の調査（東京都，８８～90）などに
１９８ 
，土私も参加しているが，制度上，職業紹介権などのない地方自治体の限界
を超えた地域雇用政策として注目を集めている。
4．今後の労使・政府の取り組み
このような新しい雇用政策などを横目で承ながら，暑い夏の終り頃，長
寿社会雇用ヴィジョン研究会は最終の取りまとめに入った。その結果の概
要はすでに述べてきた。最後に，労使と行政の今後の取り組糸の提言に要
約的に触れ，若干コメントしておこう。
（１）事業主への提言と多領域型専門職
事業主は，ブルーカラーやホワイトカラーなどの職種の差異や従業員の
年齢構成などに配慮しつつ，つぎのような条件整備を進める。
まず，①高齢者の多様な就業ニーズに応じて，普通勤務のほか，短時間
勤務，フレックタイムの導入などによって，勤務形態を弾力化する。また
そのために，在宅勤務やサテライトオフィスによって，通勤を不要にする
か，短縮する。②企業全体として時短を進めつつ，とくに今後大きな課題
となる世代間ワークシェアリングを進める。③健康・安全管理の徹底化と
ともに，高齢化しても各自の職業能力を十分に発揮できるよう，多角的な
教育システムを作成する。
いずれの提言も重要だが，なかでも前述のとおり職業能力の開発がすべ
ての決め手になるだろう。とくに今後の産業・職業の変貌の担い手となり
うるような多領域に渡る専門的能力の形成が重要な課題になるだろう。現
に管理職のポスト不足への対応として専門職の増大が始まっており，と
くに団塊の世代のそれへの対応姿勢も示されているが（労働省，８６，８８，拙
著，８２，拙稿，９０．９)，伝統的な専門職ではなく，多領域に積極的に適応で
きる専門的能力の形成が要請されている。ということは，専門職としては
矛盾することにもなるが，そこに今後の専門職などの能力開発の大きな課
長寿社会の雇用ヴィジョンと雇用政策
題が秘められている，と承るべきだろう。
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（２）労働者と労働組合への提言と年功制度の見直し
労働者，労働組合としても，つぎのような課題に自主的に取り組んでい
かなければならない。
今後，①これまで以上に賃金体系や昇進制度などの見直しが必要になる
状況のなかで，②年功的な雇用』慣行にとらわれないような弾力的対応が望
まれる。６５歳雇用システムの実現のために，高齢者個人の選択を労働組合
として保障するシステムを作り上げねばならない。③相変らず，仕事だけ
に生きがいを求めるのではなく，シルバー人材センターなどでの臨時・短
期就業も含めて，趣味活動やヴォランティア活動などによって社会参加を
進める。それに関連して，労働組合としても退職前後の教育・サービス事
業を行う必要がある。④とくに労働組合としては，所得や資産の格差を適
正にし，高齢者が安心して生涯を送れるように取り組むことが望まれる。
前述のように高齢者主体の活躍の時代とはいえ，客観的にみて，本人の
希望と経営者側の選択との間には攻めぎ合いが起りうるし，それに対する
公共政策の調査や調整などにも限界がある。なぜなら，労使関係への過度
の介入になりかねないからである。となると，個々のケースの具体的な調
整は労働組合が媒介に入り，できるだけ高齢者本人の選択を保障するよう
に調整しなければならない。
同様の問題は，年功的な雇用'慣行の見直しへの弾力的対応についても起
りうる。もっとも年功制の概念規定いかんでかなり異なってくるが，それ
は，平明にいえば，いわゆる終身雇用といわれる長期勤続を前提として年
々昇給し，それなりに生活を保障するだけではない。そうした勤続に応じ
ていろいろな職務につきながら職業能力を開発・向上させ，権限と責任を
伴う地位階梯を昇進していく'慣行と理解してよいだろう。したがって，年
の功という以上，長年の功績やそれを支えるはずの能力などもそれなりに
向上するはずだが，問題はそれが個人によって非常に異なることである。
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しかも，終身雇用の経営共同体のなかで必要となる能力は，単に職業能力
とだけいい切れないような全人格的な人間の能力でなければならない場合
が多い。したがって，能力を査定するといっても，きわめて多面化し，不
明確にならざるをえない（拙稿，８０，拙著，７７)。功績も，かなり偶然の産
物かも知れないのである。
大企業では官僚制が発達するので，多面的な査定もそれなりに明確化す
るだろう。とくにＯＪＴなどというように，れっきとしたプログラムが発
達すれば，職業能力の開発も標準化するだろう。それでも，個々具体的に
は不明確さが残り，個人の分散は避けられない。今後の環境変化を想定す
れば，これまでより以上の弾力的な対応が望まれるが，すでに問題にした
ように,将来の能力需要に応じられない高齢者が出てきた場合,能力開発・
向上などの余地が果して残されていないのかどうか，労働組合が介入して
よくよく吟味されねばならぬだろう。そうなれば，労働組合はそれだけの
能力と体制などを整備しなければならないだろう（拙稿，８９)。
（３）行政の役割と残された課題
最後に，行政の役割については，つぎのように提言されている。
まず注目されるのは，①産業と地域における労使の取り組糸が促進され
るように環境整備に努め，雇用・就業の多様な選択を可能にし，高齢者が
健康で生きがいを持ち，安心して生涯を送ることを目指す，としているこ
とである。②そのために，まだ若者志向が強い人事管理の現状のなかで，
労使も含めて国民に対する徹底した啓蒙と啓発を行うと同時に，③現行の
高齢者雇用安定法を最大限活用し,60歳定年を早期に完全定着させ,65歳ま
での雇用機会の確保に努めることを繰り返し強調している。④その場合，
経営基盤が十分でない中小企業には，とくに配慮が必要である。⑤今後の
産業変化に対し，増大し始めているシルバー産業の担い手として高齢者が
活躍することに留意する必要があることにも触れている。
すでに公共雇用政策の展開は，産業レベルだけでなく，地域レベルにも
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広がってきているが，前述のように90年度から新しく，とくに地域レベル
における高齢者雇用政策が強化されたことは十分注目されるべきだろう。
そうなれば，地方自治体の職業紹介権のあり方についても改革されるべき
だろう。
さらに行政の役割とはいいながら，年金制度の改革についてはほとんど
触れていない。前述のように65歳支給に改革されるならば，前述のような
企業年金などによる繋ぎについても工夫されるべきである。また，６０歳支
給をつづけるならば，現行の在職老齢年金の賃金と合わせて月額25万円前
後に止まる現行の所得上限を思い切って大幅に増額するような部分改定が
必要になるだろう。この点については，連合などが提唱しているⅥ部分就
業・部分年金"の導入（連合，８９）についても立ち入って検討されるべきだ
ろう。この着想はすでに早くから指摘されてきているので，今後は具体的
に詰めていくことが望まれる。
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